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今後の不動産を取り巻く社会情勢（働き方改革の進捗状況） 【本文Ｐ６・７】

従業員がテレワークする場所や制度の整備状況（従業員規模別）

出典：ザイマックス不動産総合研究所『大都市圏オフィス需要調査2017秋』

オフィス施策を実施する上での懸念事項／阻害要因

n=1,294

働き方改革への取り組み実態

n=1,294

37.9%
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（注） １ 「若年人口」は０～14歳の者の人口、「生産年齢人口」は15～64歳の者の人口、「高齢人口」は65歳以上の者の人口
２ （ ）内は若年人口、生産年齢人口、高齢人口がそれぞれ総人口のうち占める割合

資料） 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分して含めた人口）」、同「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」における出生中位
（死亡中位）推計より国土交通省作成

若年人口

生産年齢人口

高齢人口

総人口
12,806万人

高齢人口
2,948万人
（23.0％）

生産年齢人口
8,174万人
（63.8％）

若年人口
1,684万人
（13.1%）

（推計）

8,674万人

生産年齢人口
4,418万人
（50.9％）

若年人口
791万人
（9.1％）

高齢人口
3,464万人
（39.9％）

総人口

総人口は
約4,132万人減少

生産年齢は
約3,755万人減少

高齢は
約516万人増加

若年は
約893万人減少

（百万人）

我が国の人口構造の変化 都市部における高齢化

少子・高齢化が一層進展する本格的な人口減少社会。これに伴い、既存ストックの有効活用、都市の
「コンパクト・プラス・ネットワーク」及びユニバーサルデザイン社会の実現を目指していくことが必要。
少子・高齢化が一層進展する本格的な人口減少社会。これに伴い、既存ストックの有効活用、都市の
「コンパクト・プラス・ネットワーク」及びユニバーサルデザイン社会の実現を目指していくことが必要。

○少子・高齢化、人口減少社会の進展○少子・高齢化、人口減少社会の進展

2

外縁部の高齢化率の高さ
が目立つが、高齢者の絶
対数は都心部に多い。

今後の不動産を取り巻く社会情勢（少子・高齢化、人口減少社会の進展） 【本文Ｐ７】



今後の不動産を取り巻く社会情勢（新技術の活用・浸透（「Society5.0」）） 【本文Ｐ７】
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サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）
サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）

○新技術の活用・浸透（「Society5.0」）○新技術の活用・浸透（「Society5.0」）

遠方に居住しているので
空き家の管理が疎かになっている。

空き家のIOT活用。

不審者探知による
シャッターの自動開閉や
所有者への報告

天候や風向き
を検知し窓の
自動開閉・通風

新技術の活用
ex.新たな空き家管理手法の確立

庭の手入れ時を
自動検知し
所有者に報告

Society5.0

○society5.0の実現により、個人が自分の意思で働く場所と時間
を選択できる、いわば、自分のライフスタイルを自分で選べるよう
な社会になることが期待される。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

人口増減割合別の地点数

６割以上（63％）の地点で現在の半分以下に人口が減少

50%以上減少 0%以上50%未満減少

0％以上50％未満減少

凡例：2010年比での割合

増加

50％以上減少（無居住化含む）

居住地域の２割が無居住化

（出典）総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計値により作成。

無居住化

○インフラ整備の進展○インフラ整備の進展

○ 全国を≪1㎢毎の地点≫でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める。
○ リニア中央新幹線（時速500kmを超える人類初の超電導リニア）によって我が国の高速交通ネットワークは飛躍的な進化を
遂げる。

○ 東京～大阪間は１時間（山手線１周に相当）で結ばれ、超高速大量輸送時代を迎える。

○ 全国を≪1㎢毎の地点≫でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める。
○ リニア中央新幹線（時速500kmを超える人類初の超電導リニア）によって我が国の高速交通ネットワークは飛躍的な進化を
遂げる。

○ 東京～大阪間は１時間（山手線１周に相当）で結ばれ、超高速大量輸送時代を迎える。

【2010年を100とした場合の2050年の人口増減状況】

・2027年（おおよそ10年後）
品川～名古屋間開業

・その約10年後 名古屋～大阪
間開業

・全線開業を最大8年前倒しす
るための財政投融資の活用に
ついて、先の国会にて関係法
令を改正（平成28年11月）

今後の不動産を取り巻く社会情勢（インフラ整備の進展） 【本文Ｐ７】
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【最終エネルギー消費の推移】

非住宅

（+44.6％）

住宅
（+20.0％）

（年度）
（ペタジュール）

非住宅＋住宅

（+33.5％）

1990
1990年比

出典:平成25年度エネルギー
需給実績（速報）

【エネルギー消費量と世帯数の推移】

【背 景】

出典：統計データ、事業者アンケート等
により推計（H26（2014）年）

○ 建築物部門（非住宅＋住宅）のエネルギー消費量は著しく増加。

○住宅の世帯当たりエネルギー消費量は、機器の効率化等により減少傾向。

○ ストックで見ると、エネルギー消費量等に関する現行の省エネ
基準を満たす住宅は全体の約7%。

【現 状】

出典:平成25年度エネルギー需給実績（速報）
現行基準を満たさ
ないもの（93%）

現行基準
（7%）

今後の不動産を取り巻く社会情勢（地球環境問題の制約） 【本文Ｐ８】

地球環境問題への対応として住宅・建築物の省エネ性向上への要請が強まる。地球環境問題への対応として住宅・建築物の省エネ性向上への要請が強まる。

○地球環境問題の制約○地球環境問題の制約

（※）日本は2013年比で、2030年までに温室効果ガスを26％削減することが目標。
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今後の不動産を取り巻く社会情勢（健康志向の高まり ） 【本文Ｐ８・９】

高齢化が進行する中、誰もが健康に暮らしていくことへの関心度合いが向上。併せて、介護費・医療費
削減の政策的対応の必要性が高まる。
高齢化が進行する中、誰もが健康に暮らしていくことへの関心度合いが向上。併せて、介護費・医療費
削減の政策的対応の必要性が高まる。

○健康志向の高まり○健康志向の高まり

幸福感を判断するのに重視した事項（世代別）

出典：厚生労働省「健康意識に関する調査」（2014年）から引用 出典：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（2014年）から作成

６０歳以上の高齢者の就労希望状況

（単位：％）
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今後の不動産を取り巻く社会情勢（自然災害の脅威） 【本文Ｐ８】

南海トラフ地震・首都直下地震等の巨大地震の切迫や、気候変動による水災害等のさらなる頻発化・
激甚化が現実のものに。
南海トラフ地震・首都直下地震等の巨大地震の切迫や、気候変動による水災害等のさらなる頻発化・
激甚化が現実のものに。

○自然災害の脅威○自然災害の脅威

資料：地震発生確率は地震調査研究推進本部ウェブサイト（地震調査研究推進本部地震調査委員会が公
表した評価）による。被害想定は、首都直下地震対策検討ＷＧ最終報告（平成25年12月）による。

・南関東では、1885年以降、M7程度の地震が5回発生（※）
・平均発生頻度は23.8年と推定され、今後30年以内に地震が発生
する確率は70％程度と予想される
・次の地震の規模はM6.7～M7.2程度と推定される。
※1894年明治東京地震（M7.0）、1895年茨城県南部の地震（M7.2）、

1921年茨城県南部の地震（M7.0）、1922年浦賀水道付近の地震（M6.8）、
1987年千葉県東方沖（M6.7）

首都直下地震

○将来の地震発生の可能性
地震の規模 ：M6.7～7.2程度
地震発生確率：30年以内に、70％程度
平均発生間隔：23.8年

○被害想定（主なもの）

1.地震の揺れによる被害

・全壊家屋：約17万5千棟

・建物倒壊による死者：最大 約1万1千人

・揺れによる建物被害に伴う要救援者：最大 約7万2千人

2.市街地火災の多発と延焼

・焼失：最大 約41万2千棟

3.死者数：最大約2.3万人

4.インフラ・ライフライン等の被害

・電力：被災直後は都区部の約5割が停電

・道路：都区部の一般道の復旧には１か月以上を要する見込み

・鉄道：地下鉄は１週間、私鉄・在来線は１か月程度、運行

停止する可能性 等

5.経済的被害

・建物等の直接被害：約47兆円、生産・サービス低下：約48兆円

7

水害シミュレーション（荒川決壊による赤羽駅付近等での被害）

決壊発生

１時間後

６時間後

７時間後

１３時間後

堤防より低い位置に架かってい
るＪＲ京浜東北線付近の堤防か
ら洪水が氾濫し、堤防が決壊。

赤羽駅付近は２ｍ浸水。その後
氾濫流は隅田川沿いに南下。

氾濫流は地下鉄町屋駅に到達

氾濫流が北区、板橋区、荒川
区、足立区、台東区等に到達

氾濫流が隅田川と台地部
に挟まれた低地部南下、
都心を走る地下鉄の多く
が水没。千代田区、中央
区のオフィス街が水没、首
都機能の多くを喪失。

資料：国土交通省（関東地方整備局荒川下流河川事務所）、NHKによる。

水が引くまでに２週間、長い場所は１か月かかり、復興の着手はその後となる
（シミュレーション）。



女性のライフプランニングに係る希望と現状 【本文Ｐ９】

出典：内閣府男女共同参画局「平成21年版男女共同参画白書」
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h21/gaiyou/html/honpen/b1_s03.html 8

● 女性の社会進出の制約となっている主たる課題は、ライフステージの変化に応じた「働き方の希望」に
対して、「働き方の現状」が対応していないことにある。

● 特に、子どもができた後の女性の「働き方の希望」に対して、「働き方の現状」では、「働く時間」と「働く
場所」の自由度が低く、女性の社会進出の大きな制約となっている。

● 女性の社会進出の制約となっている主たる課題は、ライフステージの変化に応じた「働き方の希望」に
対して、「働き方の現状」が対応していないことにある。

● 特に、子どもができた後の女性の「働き方の希望」に対して、「働き方の現状」では、「働く時間」と「働く
場所」の自由度が低く、女性の社会進出の大きな制約となっている。

○女性の社会進出○女性の社会進出
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中小企業の取組について 【本文Ｐ12】

○一定の財政支援のもとに取り組むことができる例

○中小企業であっても比較的容易に取り組むことができる例

公的主体が運営するコワーキングスペースの活用、室空間環境とレイアウトの工夫など、コストをかけずに職場環境の
改善を図ることも可能。

中小企業等を対象とした財政支援措置を活用することにより、より高度な働き方改革を推進することも可能。

（サービス等生産性向上IT導入支援事業（経済産業省）、ふるさとテレワーク推進事業（総務省）、社会資本整備総合交付金（国土交通省）等）

室空間環境とレイアウトの工夫事例

地域のＮＰＯ等が運営するコワーキングスペースの例（神山町）

公的主体（日南市）が運営する
コワーキングスペースの例

テレワークの事例ＴＶ会議の事例

※写真は各団体等ＨＰ又は検討会における資料から引用

古倉庫をサテライトオフィスに改修した事例


